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『医師確保計画』（＝医療計画に記載する「医師の確保に関する事項」）の策定

医師確保計画を通じた医師偏在対策について

医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを
踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定。

・ 短期的に医師が不足する地域では、医師が多い地域
から医師を派遣し、医師を短期的に増やす方針とする

・中長期的に医師が不足する地域では、地域枠・地元
出身者枠の増員によって医師を増やす方針とする 等

医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成
するための具体的な施策を策定する。

・ 大学医学部の地域枠を15人増員する

・ 地域医療対策協議会で、医師多数区域のA医療圏
から医師少数区域のB医療圏へ10人の医師を派遣
する調整を行う 等

医師の確保の方針 目標医師数を達成するための施策

(例)

医師の偏在の状況把握

* 2020年度からの最初の
医師確保計画のみ４年

（医療計画全体の見直
し時期と合わせるため）

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

都道府県による医師の配置調整のイメージ

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師多数区域・医師少数区域の設定
全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位
の一定の割合を医師多数区域、下位の一定の割合を医師少数区
域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。

医師偏在指標の算出
三次医療圏・二次医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベースで客
観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の性年齢
構成等を踏まえた医師偏在指標の算定式を国が提示する。

・ 医療需要（ニーズ）及び
将来の人口・人口構成の変化

・ 患者の流出入等
・ へき地等の地理的条件

・ 医師の性別・年齢分布
・ 医師偏在の種別
（区域、診療科、入院／外来）

（例）

医師多数区域

医師少数区域

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施

３年*ごとに、都道府県において計画を見直し（PDCAサイクルの実施）

全国335医療圏

医師偏在指標

医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位

小 大下位○％
⇒医師少数区域

上位○％
⇒医師多数区域

・・・

背景
・ 人口10万人対医師数は、医師の偏在の状況を十分に反映した指標となっていない。
・ 都道府県が主体的・実効的に医師確保対策を行うことができる体制が十分に整っていない。

医師偏在指標で考慮すべき「５要素」

確保すべき医師の数の目標
（目標医師数）

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師確保計画策定時に、３年間の計画期間の終
了時点で確保すべき目標医師数を、医師偏在指
標を踏まえて算出する。

第23回 医師需給分科会
（平成30年10月24日）
資料１（抜粋・一部改変）
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「保健医療計画」と「医師確保計画」「外来医療計画」の関係
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平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

第7次保健医療計画（H30～R5）
見直し作業

第8次計画

H30年7月
医療法改正

平成30年7月の医療法改正において、医療法第30条の4第2項の「医療計画」に定める事項に、次に掲げる事
項が追加された
①医師の確保に関する事項（これまでの医療従事者の確保に関する事項から医師だけを抜き出して策定）
②外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

医師確保計画（R2～R5）策定作業
見直し作業

外来医療計画（R2～R5）策定作業
見直し作業

第8次保健医療
計画に一本化

【計画策定にあたってのルール】
国は、現状の医師数等をもとに、医療圏ごとの偏在指標を算定し、医師多数・少数の区分を設定
国は、計画策定の指針として、区分ごとの方針・目標数等を類型化したガイドラインを提示
県は、区分に応じて、医療圏ごとの方針・目標数・施策等を盛り込んだ医師確保・外来医療計画を策定

各計画の計画期間と見直し等のスケジュール



• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを標準化して調整

• 従来の人口10万人対医師数をベースに、地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを標準化して調整

医師偏在指標 ＝
地域の人口

標準化医師数
× 地域の標準化受療率比（※１）÷ 10万

標準化医師数 = ∑性年齢階級別医師数 × 性年齢階級別平均労働時間
全医師の平均労働時間

地域の標準化受療率比(※１) ＝ 地域の期待受療率 ÷ 全国の期待受療率（※２）
Σ（全国の性年齢階級別受療率×地域の性年齢階級別人口）

地域の人口地域の期待受療率(※２) ＝

医師偏在指標の算出と医師多数・少数区域の設定

• 医師多数・少数区域の設定
医師偏在指標の値を一律に比較し、上位33.3%を多数区域、 下位33.3%を少数区域とする

全国47都道府県・335医療圏

33.3％ 33.3％

医師少数都道府県・区域 医師多数都道府県・区域

医師偏在指標：小 ← → 医師偏在指標：大

二次医療圏：335位 ・・・ 224位 223位 ・・・ 113位 112位 ・・・ 1位
都道府県 ：47位 ・・・ 32位 31位 ・・・ 13位 12位 ・・・ 1位
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都道府県の現医師確保計画（R2-5年度）に用いられている医師偏在指標
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第４回 地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループ
（令和４年５月11日）参考資料１（抜粋・一部改変）



和歌山県医師確保計画の概要①
１．計画策定の趣旨
• 国から提示された医師偏在指標を踏まえ、地域に応じた医師確保対策を推進することで、県内の医師偏在解消をめざす
• 計画期間は、令和2(2020)年度から令和5(2023)年度の4年間とし、その後は３年ごとに見直しを行う

２．本県における医師の状況
(1) 現状・課題

• 医師数は増加しているが、地域偏在は解消していない
(2) 医師偏在指標と医師多数・少数区域の設定

• 地域の医療ニーズや医師の性
別・年齢等を踏まえ、医師偏在
指標を算出

• 全国の上位1/3を医師多数、
下位1/3を医師少数と設定

(3) 医師少数スポットの設定
• 局所的に医師が少なく、医師少
数区域と同様に取り扱う地域を
「医師少数スポット」として設定

医師偏在指標 全国順位 区分 ※
260.3 10 医師多数県

和歌山 340.1 18 医師多数区域
那賀 163.2 216
橋本 201.6 102 医師多数区域
有田 160.0 230 医師少数区域
御坊 225.7 75 医師多数区域
田辺 199.7 106 医師多数区域
新宮 151.2 260 医師少数区域

医療圏名
和歌山県

二
次
医
療
圏

【本県の設定基準】
・①～③の医療機関所在地域

①へき地診療所
②へき地医療拠点病院
③へき地診療所に医師を派遣

する公立病院

【１０万人対医療施設従事医師数】

厚生労働省「H30医師・歯科医師・薬剤師統計」

246.7 
302.1 

407.7 

179.8 

213.9 
181.4 

263.4 
248.0 

230.1 

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0
（人）

＜平成３０年１２月時点＞

厚生労働省「R2医師・歯科医師・薬剤師統計」

256.6 
307.8 

415.9 

186.2 

220.1 

182.2 

252.0 252.3 

230.9 

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0
（人） ＜令和２年１２月時点＞

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」

2,289 2,601 2,825 2,840

212.7 

257.0 

302.1 307.8

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

0

1,000

2,000

3,000

H10 H20 H30 R2

医療施設従事医師数 人口10万人対

（人）
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和歌山県医師確保計画の概要②
３．医師確保の方針と施策
(1) 医師確保の方針 (2) 目標医師数

(3) 主な施策の方向
・医師確保の方針に基づき、短期的・中長期的な施策を適切に組み合わせて実施

国が提示した
目標医師数

県としての
目標医師数

※参考（H28調査）
医療施設従事医師数

2,063人 3,090人 2,768人
和歌山 739人 1,680人
那賀 166人 188人
橋本 126人 181人
有田 107人 123人
御坊 92人 153人
田辺 214人 300人
新宮 130人 143人

医療圏名

和歌山県

二
次
医
療
圏

地域医療構想
の進捗等の影
響が大きいた
め、設定しない

• 医学部「地域枠」を継続し、将来にわたって、地域医療を担う医師
を確保する

• 臨床研修及び専門研修における募集定員を確保するとともに、研
修体制を充実させることで、研修医・専攻医を確保する

• 勤務環境の改善や指導体制の充実を図ることで、県内への医師の
定着を促進し、地域の公立病院等の勤務医を確保する

区分 施策の柱 主な施策（方向性）

短期
医師の派遣調整 • 地域の医師不足と若手医師の指導体制の充実を図るための医師派遣システムの構築 等

特定診療科医師の確保 • 特定診療科での勤務を条件とする研修資金等貸与制度の活用 等

中期 臨床研修医・専門研修医の確保 • 初期臨床研修募集定員の確保と「和歌山研修ネットワーク」の充実
• 専門研修の定員確保と地域における指導体制の強化 等

長期 医学部定員の確保 • 県立医大地域医療枠の制度継続と医学部定員の確保 等
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和歌山県医師確保計画の概要③

４．産科・小児科における医師確保計画
(1) 産科・小児科における医師偏在の状況 (2) 産科・小児科における医師確保の方針

(3) 主な施策の方針
• 医師確保の方針に基づき、
短期的・中長期的な施策を
適切に組み合わせて実施

偏在指標 全国順位 区分 偏在指標 全国順位 区分
13.7 11 121.6 9

和歌山 15.7 47 119.2 66
那賀 14.9 62 120.6 56
橋本 11.9 115 87.6 195
有田 9.1 187 相対的少数 64.8 274 相対的少数
御坊 11.3 125 157.7 15
田辺 10.3 153 147.6 18
新宮 10.8 139 77.2 239 相対的少数

医療圏名 産科 小児科

和歌山県

二
次
医
療
圏

• 県外からの確保を継続するとともに、県内で産科・小児科の専門研修を
行う専攻医を確保する

• 勤務環境の改善や指導体制の充実を図ることで、県内への医師の定着
を促進し、公立病院等の勤務医を確保する

• 女性医師が離職せずに継続して勤務することができるよう、子育て支援
対策などの充実を図る

施策の柱 主な施策（方向性）

産科・小児科医師の確保 • 返還免除付き研修資金等貸与制度の活用
• 県外医育機関との連携を継続 等

周産期医療・小児医療の提
供体制の確保 • 産科・小児科を専攻する地域枠医師等を県内公立病院等に派遣 等

• 地域医療対策協議会や地域医療支援センター、勤務環境改善支援センターと連携し、偏在解消に向けた取組を推進

５．計画の進行管理
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計画策定時点 進捗状況 目標
（2023年度）

（１）医師の派遣調整

医療施設従事医師数 2,825人
（2018年）

2,840人
（2020年） 3,090人

県内病院勤務医の割合 63.4％
（2018年）

63.6％
（2020年） 64.9%

へき地等中山間地域への地域枠
医師等の派遣人数

29人
（2019年）

50人
（2022年） 60人

（２）特定診療科医師の確保
産科医師数
（産婦人科・産科の合計）

107人
（2018年）

99人
（2020年） 115人

小児科医師数 138人
（2018年）

143人
（2020年） 170人

精神科医師数
（精神科病院常勤勤務）

55人
（2018年）

63.3人
（2020年） 65人

精神保健指定医数
（精神科病院常勤勤務）

40人
（2018年）

47.2人
（2020年） 50人

救急科医師数 33人
（2018年）

52人
（2020年） 80人

総合診療専門医数 －
（2019年）

－
（2021年） 10人

（４）キャリア形成支援
県立医科大学県民医療枠・地域
医療枠及び近畿大学医学部和
歌山県地域枠の卒業医師数
（臨床研修・後期研修の医師を
含む）

172人
（2019年）

227人
（2021年） 312人

（５）初期臨床研修医・専門研修医（専攻医）の確保

臨床研修医の採用数 86人
（2019年）

100人
（2022年） 110人

新専門医制度における専攻医の
採用数

67人
（2019年）

89人
（2022年） 80人

県外からの医師派遣を促進
• 県外大学と連携し、県内公立病院へ産婦人科医師を派遣

県内での人材育成・診療体制を強化
• 県立医科大学に寄附講座を開設し、周産期医療の研究をはじめ、産婦人科
医師の育成や診療を支援

• 県立医科大学に診療科指定の入学枠設定（令和5年度入学から）

県内公立病院
分娩取扱医療機関

県外医師

和歌山県立医科大学

採用

医師派遣

公募

支援
総合周産期
医療支援講座

入学枠設定

県外大学
医師派遣

総合周産期
母子医療センター

計画の進捗状況等

産婦人科医師緊急確保対策 令和４年度新政策計画の進捗状況
県内病院での産婦人科医師不足を解消するため、医師確保に向けた緊急的
な対策が必要

A 診療科の指定なし 15名程度
B 産科 3名程度
C 産科、小児科、精神科 2名程度

県民医療枠 20名
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令和４年 ５月
５月11日 第４回地域医療構想及び医師確保に関するワーキンググループ

６月
６月16日 第５回地域医療構想及び医師確保に関するワーキンググループ

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

令和５年 １～３月 医療計画の指針作成 ※医師確保計画策定ガイドライン含む

４月～ 都道府県における医療計画の策定 ※医師確保計画含む

○医師偏在指標について

○医師少数区域・医師少数スポット
○医師の確保の方針
○目標医師数

○将来の医師の多寡による医師の確保の方針及び地域枠
○産科・小児科における医師確保計画
○医師確保計画の効果の測定・評価

医師確保計画の施行に向けた国の検討スケジュール

１巡目の議論

２巡目の議論

取りまとめ

第５回地域医療構想及び医
師確保計画に関するワーキ
ンググループ（R4.6.16）資料
に基づき作成
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【参考】 （令和元年度策定時）医師確保計画策定に向けてのスケジュール

6～7月 8～9月 10～11月 12～1月 2～3月 4月～

令和元年度 令和2年度

7/16
第１回

医療審議会

医師確保計画 素案作成
・医師少数区域等の設定
・医師確保方針の設定
・目標医師数の設定
・具体的施策の検討 など

11/14
地域保健医療

協議会

３/２７
第２回

医療審議会

医
師
確
保
計
画
策
定

計
画
に
基
づ
く
取
組
の
実
施

[計画期間]
令和２年度
～令和5年度

国
「医師偏在

指標
(確定値)」

公表

医師確保計画 原案作成
・協議会の意見を踏まえた
修正作業 など

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

の
実
施

意見 意見 答申提示 諮問

和歌山県医療
対策協議会

情報共有 意見

和歌山県医療
対策協議会

情報共有 意見
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